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奈良国立大学機構における公的研究費等の不正使用防止計画 

 
不正防止推進室了承（令和７年３月１９日） 

 

 

奈良国立大学機構（以下「本機構」という。）では、「奈良国立大学機構公的研究費等取扱

規程」第１２条に基づき、公的研究費等の適正管理を確保し、不正使用等を防止することを目的

として、次のとおり「不正使用防止計画」を策定する。 

 
１．責任体系の明確化 

不正を発生させると考えられる要因等 不正使用防止に向けた取り組み 

公的研究費等の不正使用防止について責任

体制が不明確。 

〔不正防止対策に消極的になりやすい〕 

・不正防止を積極的に推進するため、責任

体制を明確に定め、ホームページで機構内

外に公表する。 

 

２．適正な運営・管理の基盤となる環境整備 

不正を発生させると考えられる要因等 不正使用防止に向けた取り組み 

行動規範の理解不足や研究費の使用ルール 

の誤った運用。 
構成員における公的研究費等の不正使用に

対する認識が高くない。 

〔意図しないルール違反が発生する〕 

・本機構が不正防止を積極的に推進してい

ることを構成員に広く周知する。 

・公的研究費等の不正使用防止ハンドブッ

クを作成する。 

・事務処理手続き及び使用に関するルール 

などに対する相談窓口を設置する。 
・公的研究費等の運営・管理に携わる全て

の構成員にコンプライアンス研修を実施
し、受講を義務づけ、行動規範の遵守について

理解及び意識の浸透を図る。 

・コンプライアンス教育を受講しない者に 

は、公的研究費等の使用及び関与を認めな
い。 

・不正を行わない旨の誓約書の提出を義務
付ける。 

公的研究費等の不正使用に係る調査手続き

等に関する規程の整備及び運用の透明化が

行われていない。 

・「奈良国立大学機構公的研究費等取扱規

程」及び「公的研究費等不正使用に係る調

査の手続き等に関する規程」の制定及びホ

ームページでの公表・不正使用等が疑われ

る場合には、速やかに調査委員会を設置し

て、必要な調査を行う。調査の結果、不正

使用が認められた者については、奈良国立

大学機構職員就業規則等により、必要な処

分等の措置を行う。 
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３．不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施 

不正を発生させると考えられる要因等 不正使用防止に向けた取り組み 

不正防止への取組みに対する認識が低下す 

る。 

・モニタリングの結果やリスクが顕在化し 

たケースの状況等を分析し、改善策を策定 

する。 
・公的研究費等の不正防止計画は、文部科

学省からの情報提供や他の機関における対

応等を参考にし、必要に応じて見直しを行
う。 

・構成員の意識の向上と浸透を促し、組織 

全体で不正を防止する風土を形成するため 
の「啓発活動実施計画」を定め、少なくとも 

四半期に１回程度、啓発活動を行う。 

 

４．公的研究費等の適正な運営・管理活動 

不正を発生させると考えられる要因等 不正使用防止に向けた取り組み 

物品の発注権限が不明確。 

発注段階で支払財源が特定されていない。 

・発注権限の範囲を遵守し適正な契約を行 

う。 

・執行状況を的確に把握するため、発注段

階での財源特定を徹底するよう、研修会等

での指導・注意喚起等を行う。 

取引先業者の管理が不十分である。 ・一定の取引実績先に対しては、本機構の
取扱いや公的研究費等の使用ルールを周知

徹底し、適正取引に関する誓約書の提出を

求める。 

物品等の納品検収の確認が不充分。 

〔構成員と業者間において不適正な関係が

生じる〕 

現物照合後、物品が納品されないまま業者

によって持ち帰られ、代金のみが請求され

る。 

〔架空納品・架空請求が生じる〕 

・検収担当窓口を設置し、納品書と納品物

品の現物照合を実施し、検収業務を徹底す

る。 

・納品物品は検収担当窓口で現物照合を受

けた当日中に研究室等納品場所へ納品さ

せ、再度、検収担当窓口へ納品先の確認を

受けた納品書を提出させる。この際、業者

車両に不自然な商品が積載されていないか

等を確認し、物品の持ち帰りによる架空納

品が行われることのないよう牽制を図る。 

・特殊な役務（データベース・プログラム・

デジタルコンテンツ開発・作成、機器の保

守・点検など）についても、検収対象とし、

契約上の仕様書等に基づき、原則として有形

の成果物がある場合には、成果物及び完了報

告書等の履行が確認できる書類等により検収

を行い、成果物がない場合は、検収担当者が 

立会い等による現物確認を行う。 

・換金性の高い物品（パソコン・タブレッ

ト端末）については、備品として管理する。 



3 

 

 

 

 

旅費・謝金の実施の必要性が精査されてい

ない〔必要のない旅費・謝金を支出してし

まい、公的研究費等の私的流用が発生す

る〕。 

・構成員に対し出張・研修、謝金の必要性

等、充分確認を行う。 

旅費・謝金の実施確認が不充分。 

〔実態と乖離してしまい、不適正な公的研

究費等の支出につながる〕 

・出張については、詳細な出張報告書の提 

出を求め、必要に応じ旅行を証明する書類、 
或いは本人等へのヒアリングにより実態を 

把握する。 
・航空機利用の場合は、原則として領収書 

及び搭乗半券（又は搭乗を証明する書類）

を徴収する。 
・非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管 

理を事務部門において行う。 
・構成員がアルバイト等を雇用する際に

は、雇用された学生等は、原則として日々
の業務開始前に検収担当窓口で出勤表に署

名することとする。 

 

５．情報発信・共有化の推進 

不正を発生させると考えられる要因等 不正使用防止に向けた取り組み 

公的研究費等の使用に関するルールや事務
処理手続き等について、相談する窓口が設

置されていない。 

・公的研究費等の使用に関するルールや事
務処理手続き等について、機構内外からの

相談を受付ける窓口を機構財務課に設置す

る。 

公的研究費等の不正使用に関する申し立て
を受け付ける窓口が機構内外に周知されて

いない。 

・不正使用申立受付窓口を機構財務課に設
置し、ホームページで公表する。 

 

６．モニタリングの在り方 

不正を発生させると考えられる要因等 不正使用防止に向けた取り組み 

内部監査が定期的に行われない。 

〔不正を発見する機会がなく、不正が蔓延

する〕 

・定期的或いは臨時に監査を行い現状把握 

に努める。 

モニタリング制度が機能していない。 

〔現場の実情を把握できず、不正を見逃し

てしまう〕 

・内部監査或いは監事監査において、抽出 

による構成員へのヒアリングを実施する。 

・監査室は、不正防止推進室、監事及び会計

監査法人等と連携し、不正が発生しやすい要

因に着目し、必要に応じて不正が発生する

リスクに対して重点的かつ機動的なリス

クアプローチ監査を実施する。 

監事、会計監査人及び監査室の監査の情報

伝達不足。 

〔網羅的に監査できない〕 

・三者による監査結果の意見、情報を共有 

し、その後の監査に反映する。 

・三者の連携を強化する。 

 

 


